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福岡市環境教育・学習計画（第三次）策定について 

 

 

 

（１）沿革・位置づけ 

     福岡市環境教育・学習計画は，平成９年３月に策定した福岡市環境基本計画において，

環境像「ときを超えて人が環境と共に生きるまち」の実現のための施策の一つとして環

境認識の共有を掲げ，その中で環境学習の振興に係る計画を策定することとしたことを

受けて，福岡市環境基本条例第７条第６項に定める，福岡市環境基本計画の部門別計画

として平成１０年３月に策定した。 

     その後，平成１８年７月に福岡市環境基本計画（第二次）を策定し，その中で環境像

とめざすべき環境の姿の実現のための施策の一つとして「環境に配慮した行動を促すた

めの共通的基盤の整備」を示し，福岡市環境教育・学習計画に基づき環境教育・学習の

施策を推進することとした。このため，再度，福岡市における環境教育・学習の施策の

現状と課題を明確にし，環境教育・学習を着実に成果に結び付けていくため，見直しを

行い，平成１８年７月に現行計画である福岡市環境教育・学習計画（第二次）を策定し

た。 

 

  ＜位置づけ＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 趣旨 

○環境基本法 

○環境教育等促進法 

福岡市環境基本計画(第二次) 

福岡市環境基本条例 

 

○新循環のまち・ふくおか基本計画 

○生物多様性ふくおか戦略 

○福岡市地球温暖化対策実行計画（予定） 

○博多湾環境保全計画 

○福岡市環境教育・学習計画（第二次） 

 

            など 

福岡市新世代環境都市ビジョン 

○基本構想  

○第９次基本計画 

国 福岡市 
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（２）第三次計画策定の理由 

    現行計画（第二次）の計画期間は平成２７年度までとなっていること，及び上位計画 

である福岡市環境基本計画（第二次）について，平成２５年度から第三次計画の策定作 

業に着手していることから，福岡市環境基本計画（第三次）の内容を踏まえ，福岡市環 

境教育・学習計画（第三次）を策定するもの。 

 

 

 

事務局（環境局総務課）において，本市の環境教育・学習について現状を把握し，現行の「福

岡市環境教育・学習計画（第二次）」の検証を行い，市民等の意見を取り入れながら計画案を作

成する過程で，福岡市環境教育・学習計画推進協議会を必要に応じ開催し，ご意見をいただきな

がら，「福岡市環境教育・学習計画（第三次）」策定作業を進めていく。 

 

 

 

年 平成２６年度 

月 ４月 ５月 6 月 ７月 ８月 ９月 10 月 １１月 １２月 

 

協議会 

 

審議会 

 

市議会 

 

  

 

 

審議会報告 

着手 

 

 

 

 

 

 

委員会報告

着手 

  

協議会 

現計画検証

 

 

 

 

(審議会) 

  

協議会 

骨子案 

 

 

 

 

 

委員会報告

骨子案 

 

平成２６年度 平成２７年度 

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 
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(審議会) 

素案 

 

委員会報告

素案 

  

協議会 

最終調整 

 

 

 

(審議会) 

策定 

 

本会議報告

策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画策定の検討体制 

３ 今後のスケジュール（案） 

骨子案作成

パブコメ素案作成 策定
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        平成１８年に策定した福岡市環境教育・学習計画（第二次）で示している１０の施策の 

基本的方向のそれぞれの主な施策と具体的な取組について，現状をそれぞれの主体（市民・ 

市民団体・事業者・行政・学校等）ごとに整理し，現行計画（第二次）で設定した成果指 

標を参考に検証する。 

 

  《具体的な作業内容》 

   ①平成２４年度市政に関する意識調査結果に基づく市民意識の変化の分析 

   ②平成２５年度までの市の環境教育・学習関連施策の進捗状況の確認 

   ③市民団体・事業者・学校等へのヒアリングやアンケート調査の実施  

 

 

    参考《各主体の役割関係》 

 

     

４ 現行計画検証の手法 

市民団体 
環境保全活動・ 

啓発活動の実施 

学校等  
環境教育の実施 

 

市 民 
 
 

ライフスタイルの変更   
身近な活動への参加 

行 政 
 
 
 

環境保全の計画立案・ 
 

施策の実施 
 

事業者・消費者としての 
 

率先実行 

事業者 
 

 

 

事業の環境負荷の低減 
 

身近な活動への参加 


